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感が強い結果が出たが、山東調査地は農家収入の低さ、寧夏調査地では耕種農業からの収入が収入全体に占める割合の高さ （三分の一）といった理由により、投入コストに対してより敏感であることがうかがえる。逆 湖南省では農外収入が占める割合の大きさと 資材コストへの負担感の少なさとの関連が推測され 。ただ、どの地域においても「負担はあるが許容範囲内」 「負担なし」という回答を合わせると化学肥料、農薬共に過半数となり、経済的にはさしたる負担にはなっていないと解釈することもでき、 その評価は難しい。　
更に、化学肥料価格の変動と施
肥量との関係についても質問を試みた。 「化学肥料価格がどの程度上がっ ら施肥量削減を考えるか」という質問で、価格の一〇〜五〇％ 昇までを選択肢として提示したが、湖南、寧夏の回答者四割（最大）が「どれだけ上がっても施肥量は変えな 」と回答している。多くの回答者から「やはり単収をきちんと確保できるこが大事なので、むやみに施肥量は削れない」と施肥量削減と生産量減少をリンクさせ コメントが多





同様で、やはり「価格がどれだけ上がっても使用量を減らさ い」という回答が最も多かった。化学肥料にせよ農薬にせよ、そ の使用量減少が収量に影響しないことを実証することは技術普及の大前提となる。それに加え、特に農薬に関しては、その投入を減らすことによる労働力の投入増を懸念する回答が多いため 懸念払拭するような省力技術でないと
定着は難しいことが予想される。現在の中国農村では、かつてのように常に余剰労働力のある時代は終わり、かなりの程度 日本のような「三ちゃん農業」に近い状況がある。人口の多い だからといって、簡単に「人海戦術 が使えると期待することはできない。　
農業資材投入、コストの詳細な
調査も試みた 、残念ながら十分な回答を得るこ は困難であった。 一般に中国の農家が化学肥料農薬などの投入量を記録することはなく、データとして有効な回答を得るためには少数の対象者に、事前に記録付けを依頼しなければならない。ただ、三調査地 俯瞰して見られた傾向は 山東、湖南調査地においては寧夏のサンプルなどと比較すると被調査者の農業投入への把握度が概して低く 特に寧夏調査地に関しては投入量などに関する知識・記憶 よりクリアであった。今回 調査では投入量の記録を依頼していたわけではなく、突然行われた なか正確な回答を要求することは無理があるにしても、逆 それらの投入量に関して日ごろからどの程度気にかけているかを示唆するとも解釈できる。これはすなわち農業













































































あるいは中国農業科学院および地方省区農業科学院でも試されている緩効性肥料（肥料成分が時間をかけて放出され、元肥後の追肥回数を減らすことができ、全体の化学肥料施肥量削減につながる）に関しては、六二％と大部分の農家が「聞いたことが無い」 いう反応であった。また、聞いたことがあるという回答者に どのようなメーカー・ブランドのものを使っているかと聞くと 「複合肥料、 リン肥料」など、きちんと緩効性の意味を理解している は考え難い回答がほとん で、具体的なブランド名は挙がってこなかった。・畜産廃棄物の再利用　
畜産廃棄物については湖南省長
沙県の調査地で養豚 盛んで、つプロジェクト活動のなかで耕畜連携を志向する活動を展開予定であるところから、他地域の調査票に質問を追加して行った。畜産廃棄物に関する一般的な環境意識としては、その環境に与える悪影響を四分の三以上が認識してい 。同地域での地元政府の環境保全啓蒙活動はかなり進んでおり、特に畜産廃棄物の分野では れが功を
奏していると思われる。主要な対策としてはやはり中国で最も普及している農村環境対策とも言える、各家庭でのメタンガス利用であった （七二％） 。中国農村におけるバイオガスシステム 、農家の生ゴミ、家畜と人の排泄物を溜めてメタン発酵を行うも である発生したバイオガスはガスコンロの燃料などとして利用できる。　
堆肥は現在でも七割近く（六九


























新技術の優位性を強調しがちにるが、 それを受け入れる側の 「ローカル技術」の理解は、新技術の普及のために欠かせない。例えば査では農作業の機械化についても質問したが、湖南省では苗 「放り投げ」 （中国語で「抛秧」 。写真
3）によって田植えが行われ、そ







しての農村環境保全、環境保全型農業への「意識」はあるものの、個別技術や汚染現状に関する「知識」には不備があることが明 かになった。ただ、この知識は一方的に農家の知識欠如を指摘するものではない。持続可能な農業を推進する側、つまり外部の人間ローカルな現状に対する知識も同様に求められている。新しい農業技術を推進していく は、農村経済・社会への配慮も欠かせない。農地で農作業をしてい 農民をみて、 単に「農 やっ る農家」と安易に定義するのでなく、 「業でどれだけ収入を得ているか、今後誰 （担い手） がど ように （経営・技術）農業をやっていくか」など中国農村におけるマクロ・ミクロ環境を理解したうえで、どのように環境保全型農業への移行を動機付け（経済的支援や環境知識教育活動含む）していくかを考えなければいけない。
　
また前記の意識、知識に加えて
特筆しておきたいのは「組織」の問題である。現在の中国農村において農業の担い手は個々 農家だけではない。特に持続可能な農業が目指す方向であろう、安全で高付加価値の農産品の生産者は、人農家よりも、 むしろ「龍頭企業」（農家が生産する農産物の加工販売などを行い、地域 村経済の発展に寄与するとして認められる企業） 、あるいは農民専業合作社と呼ばれる合作組織である場合が多い。これら新しい担い手の優位点、スケールメリットを生かして環境保全型農業を推進することは、より多くの農業生産現場にアプローチしていくにあたりとても大事である。そのためには今回のような農家の現状・意識調査と共に、 今後の新しい農業の担い手 （詳しくは参考文献参照） などにも目を向けての技術普及活動を行っていくことは不可欠である。　
このように、芽生えてきた環境
保全農家の意識、しかしまだ不足する知識、そして意識、知識を行動に変えるため 組織という三つの「シキ」の視点から現場を俯瞰することで、中国の個々の農業現場が持続可能な農業を受入れる準
備ができているかどうかを総合的に判断できるであろう。（いまい
　
じゅんいち／元ＪＩＣＡ
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